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要件確定問題の前進を目指す

Ｓ社の画期的取り組み始まる！

要件不備は失敗プロジェクトの大半の原因

「情報システム開発の生産性が上がらない・納

期が守れないのは、はじめの開発要件があいまい

だからだ、これを何とかしなければならない」と

いう私の問題提起は、当ＭＩＮＤ－ＲＥＰＯＲＴ誌上で

も過去２回行ってまいりました（２００６．４「失敗

プロジェクト、諸悪の根源「要件不備］に迫る!!」

２００６．１０「要件確定へのチャレンジ始まる!!」）。

ほかでも、要件を明確にする責任を認識しよう

という動きがあります。ＳＥＣ（情報処理推進機構

ＩＰＡのソフトウエアエンジニアリングセンター）

は「経営者が参画する要求品質の確保」という冊

子をまとめましたし、経済産業省は「ＲＦＰくらい

きちんと作成できなければダメだ」と、その向上

に取り組み始めています。

Ｓ社での取り組み開始

今回は、前回概略をご紹介した情報サービス業

大手のＳ社での取り組みをより詳しくご報告い

たします。Ｓ社では、７日間にわたるこの研修を

今年度だけで数組に対して実施する計画です。そ

れほど、要件不備は経営に影響を与える可能性が

大であるということです。

Ｓ社の「要件問題はＳ社だけの問題ではなく、

業界共通の問題であるから、他社でも本腰を入れ

て取り組んでいただきたい」というご意向から、

内容を公開させていただくものです。

この７日間の研修は原則として隔週の金曜・土

曜で実施しています。対象者は中堅のシステム担

当者です。

「倖田來未」を目指す？

この研修の正式名称は「要件確定力強化研修」で

すが、通称はＣ２Ｋ（しつけ）訓練と言っています。

ＣＡＲＮＥＧＩＥ流Ｋｎｏｗｈｏｗ ｔｏ Ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ訓練、

ＣＡＲＮＥＧＩＥは、Ｃａｐｔｕｒｅ Ａｍａｚｉｎｇ Ｒｅｐｕｔａｔｉｏｎ

ｂｙ Ｎｅｖｅｒ Ｅｎｄｉｎｇ ａｎｄ Ｇｒｏｗｉｎｇ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ

Ｅｆｆｏｒｔｓの略で、（組織のノウハウを個人の知恵に

転換していく）たゆみない革新努力によってゆる

ぎない名声を勝ち取ろう、という意味です。ＫＫ

の裏の意味は倖田來未のことで、彼女のような魅

力的で実力のある会社になろうという願望が込

められているのです。

超「標準化」脱「標準化」

この研修は構想開始からなんと２か月強で開

始にこぎつけました。現代は「とにかく早く」の

時代です。要件確定方法の標準を作ろうとしてい

たら、１年以上かかっていたでしょう。各種様式

やガイドは、教材として提供し「（よければ）使

ってください」という方式にしています。そして、

どんどん補強・修正をかけています。利用者は掲示

板にある最新版を利用することができるのです。

脱「硬い標準化」の研修教材方式でのノウハウ

提供は非常に有効な方法だと実感しています。

要件不備の
現状認識

要件確定対策
その１：機能要件
その２：非機能要件

第１単元

第２単元

第３単元

第４単元

第５単元

第６単元

第７単元

見積り

契 約

仕様変更対応

実践

ヒアリング

交 渉
第４単元

要求分析手法

問題分析手法
ｼｽﾃﾑ提案手法

見積り手法

契約手法

図表１ 研修の全体構成

参考１
Ⅱ-2



2

参考１

この研修の全体構成

この研修の全体構成を図表１に示します。このシ

リーズ以外に必要となる関連研修も示しています。

第７単元の実践結果報告はまだ実施されており

ませんが、受講生は豊富なテンプレートやガイド

に大感激で、アンケートでは高い評価を獲得して

おります。

この研修で提供されているツール・ガイド類の

一覧を図表２に示します。全体で１７種、約１８０ペ

ージに及びます。

各単元の内容

以下に７日間の各単元（各単元１日）の内容を

ご紹介します。

第１単元 要件不備の現状認識

受講者各人の経験を整理して発表し、要件不備

が発生している状況（どのような要件不備が発

生し、その原因は何だと考えられるか）を共通

認識します。

原因の所在としては、システム利用者と開発者

だけでなく、その間に入る元請けに原因がある

場合もあります。この場合は解決が困難で、大

事になる危険性を孕んでいます。要件の確認が

直接できないからです。

第２単元 要件確定の前進 機能要件

この単元のポイントは、以下の３点です。

１．発注者に協力・支援して要件を固める。

２．システム開発目的の完全定義を行う。

３．開発目的の完全定義を行うための各種の

武器を受講者に提供する。

１．発注者に協力・支援して要件を固める。

発注者が提示する要件が不備であるのは、発注者

が的確な要件をまとめることができないからです。

そこで、手をこまぬいているのではなく「発注者

図表２ ツール・ガイド類一覧

適用フェーズ

適用プロセス
(C2K研修の実践）

Ｃ２Ｋ
ツール・ガイド

C2K 単元

要件確定の
基本解説

顧客向け
ガイド資料

抜粋・加工・編集

要件確定分析
テンプレート

要件不備対策
説明書

要件不備対策検討・対策実施

要件確定不備
の問題分析
（対応策検討
書）

ＲＦＰ項目体系
（要求仕様書の
記載項目）

要求分析
（システム化構想
・システム企画）

開発請負
契約

詳細見積り
概算見積り

開発請負
契約

要件定義

開発

開発

仕様変更対応

要件把握
前提条件設定
提案システム概要検討
見積り
見積り提案書作成

詳細見積り

非機能要件
重要度評価表

インタビュを成
功に導く20原則
ワークシート

要件確定顧客支援

見積り
チェックリスト

契約事項にかか
わるトラブル事例

仕様変更対応
の判断フロー

仕様変更対応
計画書

ワークシート

H

ネゴシエーション
打ち合わせシート

非機能要件重
要度評価表＿

説明

非機能要件洗
い出し項目例

非機能要件評
価ワークシート

丸い三角形
ワークシート

第６単元
交渉述訓練

第５単元
ヒアリング手法訓練

第２単元
要件確定対策の解明
機能要件の部

第３単元
要件確定対策の解明
非機能要件の部

第４単元
要件問題のお客様との取り決め方法研究
（見積り・契約・仕様変更対応）

ＲＦＰ
受理・検討

ＲＦＰ

見積り・提案
（顧客提示）

見積り・提案
（顧客提示）

委任契約

H

H

契約書不備に伴
う契約リスクの管

理表
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に協力・支援して必要な要件を固めましょう」と

いう方針で臨みます。

２．システム開発目的の完全定義を行う。

要件確定段階では、システムの内容を決めるのでは

なく、システムの開発目的の完全定義を目指します。

システムの内容は、外部設計が終了するまで完成

しません。要件確定段階では所詮不完全なのです。

ところが、お金と時間をかけてシステムを開発

しようというのですから、「そのシステムを何

のために開発するのか」というシステムの開発

目的は「決まっていなかったらおかしいではな

いか。決めるべきだし、決められるはずだ」と

いう主張です。

システムの開発目的は、お題目ではなく内容が具

体化され定量化された完全定義であるべきです。

このような完全定義を行うと開発結果の満足度

が飛躍的に高まる、というＥＲＰ研究推進フォーラ

ムの調査結果も発表されています。

開発目的完全定義の例

［受注・出荷システム開発の目的］

１．受注業務の工数を削減する。

受注業務の工数を現状の１０分の２程度に削

減する。（１０分の２＝平均受注業務時間１

件当たり２分以内）

２．受注業務の精度を向上させる。

受注業務の誤りをほぼゼロに近いレベル

に高める。

３．出荷手配と製造予約の工数を削減する。

出荷手配・製造予約の工数を半減する。

４．納期回答を迅速化する。

納期回答を通常品は即時回答、それ以外も

当日回答とする。

作成者 作成年月日

2005年9月1日

2006年6月27日

ＰＭＯ研究会

C2K研修
問題点連関図 要件確定分析テンプレート

要件確定が不備で
ある

目的・スコープが明
確化されない

1

受注側に不備があ
る

11

営業(機能)に不備
がある

111

開発技術部門に不
備がある

112

営業の担当に不備
がある

111-1

営業業務実施方法
に不備がある

111-2

営業の上司の指導
に不備がある

111-3

チェック体制に不備
がある

111-4

開発技術部門の参
画に不備がある

112-1

目的・スコープの明
確化に対する営業
の体制・投入時間
が不備である

111-11

目的・スコープの明
確化に対する営業
の意識が不備であ
る

111-12

目的・スコープの明
確化に対する営業
の能力が不足して
いる

111-13

目的・スコープの明
確化に対する営業
の意欲が不足して
いる

111-14

目的・スコープの明
確化に対する営業
業務標準に不備が
ある

111-21

目的・スコープの明
確化に対する上司
の指導体制に不備
がある

111-31

目的・スコープの明
確化に対する上司
の能力が不足して
いる

111-32

目的・スコープの明
確化に対するチェッ
ク体制に不備があ
る

111-41

目的・スコープの明
確化に対する開発
技術部門の参画度
が不十分である

112-11

目的・スコープの明
確化に対する開発
技術部門の能力が
不足している

112-12

△K111-11-1 営業要員の増強

○K111-11-2 営業要員の分担見直し

△K111-11-3 営業の重点目標・

ターゲット案件の絞込み

K111-11-4 専門化(担当範囲絞込み)

○K111-12-1 営業管理職教育の徹底

K111-12-2 営業要員への教育・指導強化

○K111-13-1 個人のスキルアップ

○K111-13-2 部内のレビュおよび

上司による指導強化

△K111-13-3 組織としての営業支援体制の

強化

○K111-13-4ノウハウの共有

○K111-13-5担当の変更

×K111-14-1 上司による指導強化

×K111-14-2 成果主義の強化

△K111--21-1 業務標準の整備(チェック

ポイントの明確化、順次増強)

○K111-31-1 戦略の明確化

(重点目標の明確化)

△K111-31-2 営業組織体制の見直し

△K111-32-1 会社としてのチェック体制で
カバー

×K111-32-2 上司の業績評価の厳正化

△K111-32-3 優秀な上司の発掘(かなり困難)

K111-32-4 営業管理職教育の徹底

○K111-41-1 チェック体制の確立・強化

×K111-41-2 目的指向で補強

○K112-11-1 部門間連携の強化

○K112-12-1 基礎教育の実施

○K112-12-2 外部リソースの活用

RFPに明確でない場合
の対応が前提

○解決可能
△他社依存・環境条件等から実施困難の場合あり
×会社全体で制度としての取り組みが必要 要件全般が不備で

ある

0

ページ１へ

図表３ 要件不備発生原因・解決策追求のテンプレート（問題点連関図方式）
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要件確定段階で、開発目的の完全定義ができます

と、外部設計以降に提起される要望・要件はこの

目的に照らして採否を決定することができます。

開発目的があいまいだと、フルイがザルになって

しまい、声の大きい人の要望が通り、混乱が始ま

るのです。初期のＥＲＰシステム導入にはこのケー

スが多く見られました。

３．開発目的の完全定義を行うための各種の武器を

受講者に提供する。

以下のような「武器」を提供して、１．２．の実

践の手助けをします。

ａ．開発目的完全定義の解説（啓蒙）資料

その必要性・有効性・実現方法などを解説

ｂ．要件不備発生原因・解決策追求のテンプレー

ト（問題点連関図方式）―図表３

要件不備の原因がどこにあるかを確実に把

握することができます。

ｃ．解決策実施上の阻害要因とそれに対する対策

テンプレート―図表４

原因に対してどう対応すればよいかを何段

階にもわたって追求するガイドです。これ

を参考にして実際の対応を行います。

第３単元 要件確定の前進 非機能要件

非機能要件の実現は、ほぼ全面的に開発者側の責

任です。ところが、「手抜かり」によって非機能

要件の不備が発生して「おおごと」になることが

あります。この単元では「手抜かり」を避けるた

めの道具立てが提供され、それを利用する演習が

行われます。

提供される道具立ては以下の４点です。

１．非機能要件重要度評価表

２．非機能要件重要項目の説明

３．非機能要件洗い出し項目例

４．非機能要件評価ワークシート

１．非機能要件重要度評価表

開発案件の特性のタイプ分けを行い、各々の場

合に重視すべき非機能要件分野（７分野）をマ

トリクス形式で示します。「この点は特に気を

つけろ」というものです。

ニーズ

問題点
ニ
ー
ズ

問題

課題
・目的達成のために解決す

べき問題
・解決の見通しのある問題

立場による意見

経験による意見

考え方による意見

目的対応性

解決可能性

問題解決表現

図表４ 解決策実施上の阻害要因とそれに対する対策テンプレート（一部）

営業要員に対する作業
内容・範囲を明確にせ
ず作業を進めた結果、
営業要員はＳＥ等の作
業であると解釈し、目
的やスコープを明確に
する意識が最初から欠
如していた。

K111-12-
1

営業管理職教育の徹底 目的・スコープを明確にす
ることに営業要員をアサイ
ンしたり、担当営業の時間
を割くことの重要性を組織
（マネジメント層）が理解で
きていない。

目的・スコープを明確にしな
いまま受注するリスクの大き
さを、失敗事例などを元にマ
ネジメント層に理解させる。

・開発目的・スコープ
の受注要件における意
義を十分認識していな
い。
・開発目的・スコープ
の規定方法に関心がな
い。
・目的・スコープとし
て何を規定すべきなの
かを明確に知らない。
・目的・スコープは発
注側の専決事項と考
え、営業担当の関心が
薄い。

K111-12-
2

営業要員への教育・指
導強化
・発注要件（発注仕
様）において、システ
ム開発目的とスコープ
（対象範囲）を規定す
ることが極めて重要で
あることと、その規定
方法・規定例を業務標
準で明確にし、教育を
徹底する。

顧客（発注側）との関係は
多様でありケースバイケー
スに対応できる業務標準の
作成が困難である。

顧客特性・開発対象業務特性
に対応できるように、対顧客
との関係（ケース）をパタン
化し、業務標準を作成する。
・大規模/中規模/小規模
・新規顧客/既存顧客
・新規技術適用/既存技術適
用
・顧客能力・体制の充実/脆
弱
・開発システム特性

#111-12 目的・スコー
プの明確化に
対する営業の
意識が不備で
ある

# 問 題 問題の状況(例） # 問題の解決策 解決策実施上の阻害要因 阻害要因を除去する対策
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開発案件特性は、基本特性として「システム

再構築」「パッケージ利用開発」「スクラッ

チ（手作り）開発」の３分類と、基本特性に

対する組み合わせ特性（選択）として「イン

ターネット利用」など１０項目程度を挙げてい

ます。

２．非機能要件重要項目の説明

１．で重要であると指定した分野について、な

ぜそれが重要なのかを解説しています。

３．非機能要件洗い出し項目例

１．の非機能要件分野の内容を２階層でブレ

ークダウンし、さらにその例示を行っていま

す。

例：

非機能

要件分野

評価

項目

評価項目

内訳
評価項目例

ユーザ

ビリティ

画面 ユーザの

やる気の

醸成

楽しさ、達成感主体性

の確保、信頼感、情報

の多面的提供、的確な

用語。メッセージ、記憶

負担の軽減などを考慮

する必要があるか？

４．非機能要件評価ワークシート

ＲＦＰ等から非機能要件を洗い出すためのワ

ークシートです。作成要領は図表５を参照して

ください。

第４単元 見積り・契約・仕様変更対応

第４単元は盛りだくさんです。開発するシステムの

内容を確定させないでどのように見積るのか、それ

を契約にどう織り込むのか、それでも起きるであろ

う仕様変更にどう対応するのか、を研究します。

１．見積り

目的を確定させたら、その時点で洗い出されて

いるシステムを基に、開発するシステム規模の

上限を機能数で設定します。たとえば、その時

点で１００画面が想定されているとしたら、「今

後の増加を考慮して１２０画面の範囲で開発す

ることとして見積ります」という具合です。対

象の機能数は、システムの利用者から見えるも

のでなければなりません。それが増えるのはシ

ステム利用者の責任であり、システムの価値が

増えることでもあるからです。

研修では、この点以外に「見積りチェックリスト」

で、見積りで考慮すべき点の学習をしています。

２．契約

上記の条件で見積りをしたら、そのことを契約

に明示することにします。

例：第１７条 契約の変更

添付の「見積条件書」記載の見積り対象範囲

が変更になる場合は、両者協議のうえ、納

期・費用についても変更する。

図表５ 非機能要件評価ワークシート（一部）

非機能要件分野 評価項目 要求事項

1.ユーザビリティ ユーザインタフェース全般

画面

→ 帳票の使いやすさ

２.性能 サイジング/フォーマンスに影響する項目

サイジングに関わる指標

→ DB性能

アプリケーション性能

システム性能

非機能要件評価ワークシート

対応法

作成単位

案件名 (選択した案件の特性 ）

・「要求事項」には、ＲＦＰから読み取
れる要求を記述し、「対応法」には、
その要求事項ごとに対応法を記述
する。

・「対応法」は、①システム提案、②
見積り、③プロジェクト計画（スケ
ジュール・体制）にどのように盛り込
むかを記述する。

・①②③に盛り込む前に、顧客への
確認・調査を要する事項があれば、
その点も明記する。

・非機能要件重要度評価表で選
択した、案件の特性を列記す
る。
例えば、A,E,F,J など
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研修では、この点以外に「契約の本質、基本的

対応法」「契約不備で起きる問題点（事例）」

などを学習します。

契約を法律問題としてではなく、プロジェクト

成功のためにはどう対応すればよいかという

観点での研修は、受講者に新鮮な感激を与えて

います。

３．仕様変更対応

仮に１．２．のように見積り・契約を実行して

いたとしても、仕様変更は発生し、それをどう

取り扱うかで「もめごと」が起きることは避け

られません。

その時の対応原則を示しています。論理や筋だ

けで決着するのではなく、筋がある上で「交渉］

によって解決する方法を説いています。

第５単元 ヒアリング手法

以上で要件確定のプロセスは終了します。次の二

つはそのプロセスを実行するために必要な手法

です。一つ目はシステムを要求する方々から、そ

のニーズや意図を聞き出すためのヒアリング手

法です。

当研修では、システム開発目的を聞き出す方法を

中心にして演習をしています。

それ以外に、一般的なヒアリング実施方法のポイ

ントなども学習していただいています。

第６単元 交渉術

要件確定段階は、論理的に検討する部分もありま

すが、成否を決定するのは発注者側との「交渉」

です。

そこで、この講座を導入しました。一般的な交渉

手法の解説の後、情報システム界での仕様変更等

のケースで演習します。

この講座は㈱オイコス殿にお願いしていますが、

ケースの仕掛けの巧みさに感心しました。受講者

の評価点も極めて高いものです。

第７単元 実践結果報告

研修はいかに素晴らしいものであったとしても、

それで終わりでは何の値打ちもありません。そこ

で、当研修でも第６単元終了後約２か月で、第１

～第６単元で学んだことを実践していただき、そ

の結果を報告いただきます。

報告結果を全員で検討し、会社の共有サーバに保

存してだれでも見られるようにします。これが、

実践ノウハウの共有になるのです。

第１１回目の実践報告会は９月末に実施される予

定です。

以上の研修内容は、回を重ねるごとに進歩・成

長しております。

ご関心の点、疑問点などございましたら遠慮な

くお尋ねください。（上野則男 記）

システム企画研修株式会社

電話：03-3440-1800 FAX：03-3440-1799
E-Mail：mind-pc@newspt.co.jp

お問い合わせ・お申し込み


